
 ⾷料安全保障の確⽴のため、令和7年度~11年度の５年間において機動的・弾⼒的に施策の充
実強化・⾒直しを⾏う

 農地の⼤区画化、共同利⽤施設等の再編集約、スマート農業技術の開発・導⼊、輸出産地の育
成に集中的に取り組み、収益⼒向上を通じた⽣産者の所得向上を⽬指す

⾷料安全保障の確⽴

 農林⽔産業の構造転換、農林⽔産物・⾷品の輸出
拡⼤により、⾷料安全保障を確⽴

 地⽅も含めた施策の推進に必要な体制等を確保し、
収益⼒向上を通じた⽣産者の所得向上を実現

（出典）農林⽔産省

 農地の⼤区画化を強⼒に推進するとともに、中⼭間地域に
おけるきめ細かな基盤整備等を実施。共同利⽤施設等の⽣産
性向上を図るため、再編集約・合理化を実施。上記取組に関
する農家・産地負担の引下げ、⼿厚い地⽅財政措置を講ずる

 スマート農業技術の開発・導⼊及び多収性や⾼温耐性などを
有する新品種の開発・導⼊、これらに必要な農研機構の拠点
施設整備の実施、担い⼿やサービス事業者等の⽣産性向上に
資する農業機械の導⼊等を⽀援

 海外の規制やニーズに対応した輸出産地の育成や施設整備、
販路拡⼤の取組等を⽀援

共同利⽤施設等の再編集約・合理化の例

輸出販路拡⼤への取組
（⾒本市の開催）

農地の⼤区画化の例
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作業ピーク⽉の労働時間
全体を約61％削減

慣⾏に⽐べ、労働時間
全体を約49%削減

スマート農業技術の導⼊による労働時間削減の例（⽔⽥作）

取組 取組の効果・⽬指す将来像

関連する法令・予算 農業農村整備関連対策（予算/農林⽔産省）、スマート農業・農業⽀援サービス事業導⼊総合サポート緊急対策（予算/農林⽔産省）等



 物価⾼が継続する中、地⽅公共団体が地域の実情に応じた⽣活者・事業者の⽀援を⾏
えるよう、重点⽀援地⽅交付⾦の更なる追加を⾏う

 ⾷料品の物価⾼騰に対する特別加算を措置するとともに、中⼩企業・⼩規模事業者の
賃上げ環境整備⽀援のメニューを追加するなど、国が推奨事業を提⽰

重点⽀援地⽅交付⾦の拡充

⽣活者⽀援 事業者⽀援

②物価⾼騰に伴う低所得者世帯⽀援・
⾼齢者世帯⽀援

③物価⾼騰に伴う⼦育て世帯⽀援

④消費下⽀え等を通じた⽣活者⽀援
④中⼩企業等に対するエネルギー価格⾼騰対策⽀援

③農林⽔産業における物価⾼騰対策⽀援

⑤地域公共交通・物流や地域観光業等に対する⽀援

②医療・介護・保育施設、学校施設等に対する
物価⾼騰対策⽀援

例）ＬＰガス使⽤世帯への給付等の⽀援

例）⼩中学校等における学校給⾷費の⽀援

例）⽔道料⾦の減免
例）・特別⾼圧やLPガスの価格⾼騰分を⽀援

・中⼩企業の省エネの取組⽀援

例）・飼料⾼騰の影響受ける酪農経営の負担軽減
の⽀援
・農業⽔利施設の電気料⾦⾼騰に対する⽀援

例）・地域に不可⽋な交通⼿段の確保
・地域観光事業者の物価⾼騰に対する影響緩和

例）エネルギー・⾷料品価格の⾼騰分の⽀援

⑤省エネ家電等への買い換え促進による
⽣活者⽀援
例）省エネ性能の⾼いエアコン・給湯器への
買い換え⽀援

関連する法令・予算 ・物価⾼に⼤きく影響を受ける家計・事業者等を⽀援する「重点⽀援地⽅交付⾦」（予算／内閣府）

重点⽀援地⽅交付⾦

①中⼩企業・⼩規模事業者の賃上げ環境整備
例）・経営指導員による伴⾛⽀援

・⽣産性向上に向けた補助
・公共調達における価格転嫁の円滑化

①⾷料品の物価⾼騰に対する特別加算
例）プレミアム商品券、電⼦クーポン、地域

ポイント、いわゆるお⽶券、現物給付

地⽅公共団体発注の公共調達における労務費を含めた価格転嫁の円滑化にも対応


